
令和８年度予算案における事務事業の見直し（事業費等節減分）について

区分 番号
結果集
掲載頁

主管課 事務事業名
見直しの
方向性

R7年度
予算額
（千円）

R8年度
予算額
（千円）

事業費
予算

節減額
（千円）

1 8 人事課 課長職昇任資格認定制度 その他 1,104 357 747

2 10 産業振興課
中小企業勤労者等福利厚生資金融資
あっせん事務

廃止 10 0 10

3 11 産業振興課 農業交流活性化支援事業費補助金 廃止 150 0 150

4 16 ごみ総合対策課
環境にやさしい買い物キャンペーン周
知啓発（フラッグ掲示）

廃止 1,726 0 1,726

5 17 ごみ総合対策課
喫煙マナーアップ推進（フラッグ掲
示）

廃止 1,277 0 1,277

6 18 ごみ総合対策課 年賀はがきの回収 廃止 297 0 297

7 19
ごみ総合対策課
・環境政策課
（・水道部）

クリーンセンターごみ発電を活用した
エネルギー地産地消の推進

再編 190,402 169,697 20,705

8 20 地域支援課
在宅医療・介護資源マップホームペー
ジの運営

再編 132 0 132

9 21 高齢者支援課 ケアリンピック武蔵野
業務改善・
効率化

3,000 0 3,000

10 22 高齢者支援課
高齢者及び障害者家具転倒防止金具等
点検事業

廃止 56 0 56

11 23 高齢者支援課 高齢者福祉電話設置事業 縮小 168 73 95

イベントの質の向上と運営側の負担の軽減を図るため、隔年開催に変更する。企画、運営への参加
事業者数の増に取り組み、事業の活性化を図る。

取付事業において令和６年度より前回の取付から５年経過後は再度取付可能としたことにより、点
検の必要性が薄くなったため、事業を廃止する。

利用者が限定的であり、また携帯電話等の普及により固定電話の貸与の必要性が薄いため、新規の
福祉電話の貸与については受付を停止し、事業を縮小する。現在の利用者については貸与を継続す
る。
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従前Ａ選考とＢ選考に分かれていた試験区分について、対象職員の要件を統一したうえで、試験内
容として設けていた択一筆記試験を廃止する。また、管理職試験に合格し課長補佐職に昇任した職
員を対象に実施していた通信教育を廃止とする。

10年以上実績がなく、代替策も確保されていることから、本事業は廃止する。

市民の農業への関心を高めるとともに、市民及び生産者の相互理解を深めるための事業は、他事業
においても実施されており、また、農業生産者等が主体の事業実施は困難であることから、本事業
は廃止する。

プラスチック廃棄物削減の観点から、フラッグ掲示について廃止する。

プラスチック廃棄物削減の観点から、フラッグ掲示について廃止する。

回収量が減少しており、ボックスの設置にかかる職員負担も大きいことから、本事業を廃止する。

第四中学校の自営線の常用化及び自己託送先としての浄水場の追加を行い、クリーンセンターごみ
発電電気の地産地消率向上及びCO2排出量の削減を図る。
※予算額はランニングコスト（学校分を除く）のみを計上。

高齢者支援課が令和８年度の予算で導入を要求している社会資源情報検索システム構築運用保守業
務委託において、現行と同等のサービスが見込めることから、機能を移行する。
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見直し内容等

12 25 高齢者支援課

テンミリオンハウス事業（維持管理経
費補助金、物価高騰対策費補助金及び
新型コロナウイルス感染症対策費補助
金）

再編 7,267 0 7,267

13 27 障害者福祉課 保養施設利用補助 廃止 407 200 207

14 31 健康課 １歳６か月児親歯科健康診査 廃止 10,137 0 10,137

15 33
子ども子育て支
援課

子ども・子育て応援フェスタ　特設サ
イト

廃止 584 0 584

16 34
子ども子育て支
援課

子ども・子育て講演会 廃止 200 0 200

17 36 子ども育成課 私立幼稚園預かり保育拡充事業補助金 再編 26,585 17,785 8,800

18 39 住宅対策課 あんしん住まい推進事業 再編 1,902 1,542 360

19 40
生涯学習スポー
ツ課

①生涯学習事業費補助金
②子ども文化・スポーツ・体験活動団
体支援事業費補助金

再編 5,200 4,000 1,200

事業費予算節減額 総計（千円） 56,950
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維持管理経費補助金、物価高騰対策費補助金及び新型コロナウイルス感染症対策費補助金を廃止
し、テンミリオンハウス運営評価基準の運営費補助の基礎的経費及び事業内容に応じた加算を見直
すことにより、運営費補助金1,000万円及び事業費補助金300万円の年間約1,300万円に増額する。

他自治体との均衡などの観点から事業を段階的に廃止する。令和８年度は経過措置として上限泊数
を都制度に合わせて２泊までに縮小し、令和８年度末をもって事業廃止とする。

歯科衛生事業における歯科健康診査の対象拡大を踏まえ、対象者が本事業の対象者と重複するた
め、法的根拠のない本事業を廃止し、健康増進法に基づく歯周疾患検診の対象者として位置づけ、
１歳６か月児歯科健康診査と同時実施の利便性を活かした、歯科衛生事業の「集団歯科健康診査」
として再構築する。

特設サイトは廃止し、フェスタについてはリーフレットや市公式ホームページでの周知を継続す
る。

市の他事業や子育て支援施設等において類似の講演会が行われていることから、廃止する。

待機児童数０人の現状や在園児の預かり保育の需要の高まりを踏まえ、本事業は段階的に廃止し、
幼稚園型一時預かり事業を拡充する。令和８年度は経過措置として基本分のみ廃止し、令和９年度
には実績分についても廃止する。

住宅確保要配慮者等に対し、住まい探しの支援をはじめ、独居高齢者等必要な方への居住中の見守
り等の支援を一体的・伴走的に提供する「住まいの総合支援窓口事業」（福祉部門と住宅部門の共
管）を令和８年10月から新たに実施することに伴い、本事業は住まいの総合支援窓口事業に再編し
て終了する。あんしん住まい推進協議会運営及び家賃債務保証利用支援等一部事業は住宅対策課事
業として継続する。

既存補助金の制度を見直し、申請書の簡略化や添付文書の省略化を進め、上限額の変更を行う。削
減額で「学びおくりあい」を進める補助金を新設する。
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